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† 本稿は，第 9 回北陸地域政策研究フォーラム（2019 年 3 月 9 日）における報告を加筆修正したものであ
る．報告において，金間大介先生（金沢大学），佐無田光先生（金沢大学）からコメントを頂いたことに感
謝します．もちろん，一切の過誤は筆者の責に帰すものである．本稿の基本モデルの記述は，環境省受託
研究「環境経済の政策研究 IV」による筆者担当部分の成果を援用している．また，基本モデルの北陸 3 県
への適用にあたっては JSPS 科研費（19K01694）の助成を受けた． 




問題研究所の推計（平成 29 年）によれば，2030 年の日本の総人口は約 1 億 1900 万人であ






































分析のエッセンスは図 1 で表される2．財価格が与件であるような小地域であり，2 つの
民間財と 1 つの非市場財が存在する経済を考える．非市場財は公共サービスや社会保障に
関する現物給付などであり，その供給は政策的に決定される．民間財の生産可能性フロン
ティアが図 1a の曲線 ଴݂ で表される．地域の可処分所得を最大化する財の生産の組合せは，
その傾きが民間財の価格比を表す直線 ݎ଴ と生産可能性フロンティア上の一点が接する ܴ଴ 
となり，(ݔଵ଴, ݔଶ଴) のように各財が生産される．一方，第 1 財で測った他地域からのネット
の所得移転が図の ܤ で表されるとしよう．すると，この地域に居住する家計の予算制約が 
݁଴ で表され，家計の選択は ܧ଴ となり，(ݕଵ଴, ݕଶ଴) のように各財が消費される．本稿ではこ
のܤを「所得・支出ギャップ」と呼ぶ．  
 




き，生産可能性フロンティアが図 1b の ݂’ に収縮する．労働力人口の減少が直接に生産可
能性フロンティアを収縮させることに加えて，人口構成の変化に伴い非市場財供給に必要
とされる生産要素投入量が増加することも考えられる．この結果，民間財の生産（産業構




                                                  
























                                                  
3 産業連関モデルの枠組みにおける最適化問題の考え方や定式化については，宮沢(2002)，環太平洋産業連

















 本稿は以下のように構成される．次節では関連研究について述べる．第 3 節では産業連



















                                                  





































                                                  






























表 1 産業連関表のフレーム 






生産額部門 1 ・・・ 部門 N 
中間
投入 
部門 1 ݔଵଵ ・・・ ݔଵே  ∑ ݔଵ௝ே௝ୀଵ  ஽݂ଵ ݁௑ଵ −݉ଵ ݔଵ 





 ∑ ݔே௝ே௝ୀଵ  ஽݂ே ݁௑ே −݉ே ݔே 
中間投入計  ∑ ݔ௜ଵே௜ୀଵ   ・・・  ∑ ݔ௜ேே௜ୀଵ  ∑ ∑ ݔ௜௝ே௝ୀଵே௜ୀଵ ஽݂ ݁௑ −݉ ݔ 
粗付加価値 ݒଵ ・・・ ݒே  ݒ   
域内生産額 ݔଵ ・・・ ݔே ݔ    




表1において ݔ௜௝ は第 j産業において中間財として投入された第 i産業の財を表す．また，
ݒ௝ は第 j 部門の粗付加価値， ஽݂௜ は第 i 部門で生産された財の域内最終需要，݁௑௜ は第 i 部
門で生産された財の域内外への輸出，݉௜ は第 i 部門の域外からの移輸入をそれぞれ表す．
表 1 を列方向（縦）に見ると，各部門の生産とその投入構造がわかる．すなわち，
ݔ௝ = ∑ ݔ௜௝ே௜ୀଵ + ݒ௝，が成り立つ．一方，表 1 を行方向（横）に見ると，各部門で生産された




る産出をܰ次元の列ベクトル ܠ で表し，投入係数行列を ۯ，最終需要ベクトルを ܎஽，域外
への移輸出ベクトルを ܍௑，域外からの移輸入ベクトルを ܕ とすれば，産業連関モデルに








本等減耗分）への需要を行列ઢによって表し，ۯ෩ = ۯ + ઢ，とすれば，需給均衡式は， 
 








ۻ = ߁൫diagൣۯ෩ܠ(଴) + ܎ሚ஽(଴)൧൯diag(ܕ(଴)), (2)
 
のように各財の域内需要に対する移輸入比率から構成される対角行列を定める9．この行列
                                                  
7 なお，次節以降では，主に中分類の産業連関表に拠りつつ数量分析を行うので，以下の産業や最終需要
部門，付加価値部門の分類や記法は中規模分類のそれに準ずる． 
8 内生化の手順については付録 2 を参照． 






























                                                                                                                                                  
列܇の第 i 対角要素ݕ௜௜がゼロならば，その第 i 対角要素はゼロ，それ以外は1 ݕ௜௜⁄ をとる対角行列を表す． 







済では 1，開放型逆行列の下では 1 以下になるが，(12)式の逆行列では付加価値誘発係数が 1 以上になるこ
ともあり得る． 













܎ሚ஻(௧) = ܎ሚ௉஼(௧) + ܎ሚேெ(௧) + ܎ሚீ (௧)，である． 







ܠ஻(௧) = ۰(۷ − ۻ)܎ሚ஻(௧). (7)
 
また，ܠ஻(௧)  だけの財・サービスを生産するために必要な産業別の労働投入量（ܔ஻(௧) =
(݈஻భ(௧), … , ݈஻ಿ(௧))）は，各部門の労働投入係数からなるベクトルを，܉௅ = (ܽ௅భ, … , ܽ௅ಿ)，とし
て，以下で表される． 
 






















ܠே஻(௧) = ۰ൣ(۷ − ۻ)܎ሚே஻(௧) + ܍௑(௧)൧, (9)
 








て外生的に，܎ሚ௉஼(௧)∗ ，܎ሚேெ(௧)∗ ，܎ሚீ (௧)∗ のように与えられる．これらの需要をまとめて，
܎ሚ஻(௧)∗ = ܎ሚ௉஼(௧)∗ + ܎ሚேெ(௧)∗ + ܎ሚீ (௧)∗ ，のように表すと，試算において与える域内産業に対する最終
需要（܎መ(௧)）は以下の制約を満たさねばならない． 
 













diag(܍ி)܎መ(௧) = ܎(̅௧). (13)
 
ここで，܍ிは，第 i 部門の基準時点における最終需要がゼロまたは基礎的需要に該当する項
目のみに計上ざれているならば 1，それ以外であれば 0 を，その第 i 要素の値とするベクト
ルである．また，܎(̅௧) は，第 i 部門の最終需要が先験的に制約されている場合にはその最終
需要の値を，それ以外は 0 を第 i 要素とするベクトルである．等式制約(13)式は，基準時点
における域内生産がゼロである産業や，域内の最終需要が予め一定額に制約されているよ
                                                  
15 詳細は付録 3 を参照．  























がって，産業 i の t 期における労働調整費用を，ܥܮ௜(௧)とすれば，経済全体の調整費用は以下
のように与えられる．  
 




                                                  













19 調整費用については Hamermesh & Pfann (1996) による展望論文を参照． 
13 
ここで，労働の調整関数は前期からの労働投入量の変化量に関して凸関数，かつ，܎መ௧ = ܎መ௧ିଵな
らば，ܥ௅೔ = 0, for ݅ = 1,… ,ܰ，だとする． 
また，t 期の県内純生産は当期の最終需要の関数として以下のように書くことができる． 
 
ܴܰܲ(௧)(܎መ(௧)) = ܞோ۰દ܎መ(௧). (15)
 










, ݈௜(௧ିଵ) ݅ݏ ݃݅ݒ݁݊. (16)
 




















− (1 − α)ܞோ۰દ܎መ(௧). (18)
 
ここで，α ∈ [0,1]，は労働の調整費用に与えるウェイトである． 
第三に，人口減少に伴う産業間の調整が上手く機能しない場合を想定する．本稿では技





























基本ケース  minimize (16), subject to (11), (12), and (13), 
成長ケース  minimize (18), subject to (11), (12), and (13), 












                                                  
21ここでは ℎ௜ を変換関数 ߱(ℎ௜) によって平均と分散がともに 1 となるよう正規化している． 
22 詳細は付録 3 を参照． 
15 
ܤூை(௧) = ܍ො஺்܎ሚ௉஼(௧)∗ − ܞ෤஺൫ܠ(௧) − ܠேெ(௧)∗ − ܠீ(௧)∗ ൯. (21)
 
ここで，ܞ෤஺ = (ݒ஺భ, … , ݒ஺ಿ)，は粗付加価値係数ベクトルであり，ܠேெ(௧)∗ = ۰(۷ − ۻ)܎ሚேெ(௧)∗ ，
ܠீ(௧)∗ = ۰(۷ − ۻ)܎ሚீ (௧)∗ ，である． 
上式において，܍ො஺்܎ሚ௉஼(௧)∗  は t 期の市場財の 1 人あたり消費を基準年と同一に保つために必
要とされる消費額を表す．また，ܞ෤஺൫ܠ(௧) − ܠேெ(௧)∗ − ܠீ(௧)∗ ൯ は，非市場財を供給するために
取り去られた資源を除いた資源投入から得られる要素所得である．結果的に，(21)式の所
得・支出ギャップは家計の消費，非市場サービスの消費，一般行政消費の各支出項目を家
計の厚生水準を一定に保つようにしたときの所得と支出の差額を表す23．   
後の分析では，基準年と比較した所得・支出ギャップの変化に注目する．これは， 
 
߂ܤூை(௧) = ܤூை(௧) − ܤூை(଴), (22)
 
と表される．また，各期の人口あたりでみた所得・支出ギャップの変化は，߂൫ܤூை(௧) ݊⁄ ൯ =













 本節では，北陸 3 県（富山県，石川県，福井県）を対象として，前節で述べた産業連関
モデルをあてはめるためのデータの作成方法を概説するとともに，人口や就業者，基礎的
需要の推移を示す．なお，分析の対象期間は， 2011 年を基準年として 2015 年以降 5 年ご
とに 2045 年までを試算期間とした．各県の人口や県内総生産等は表 3 でまとめられている．
人口や行政区域面積で比較すれば富山県と石川は似通った規模を有し，福井県はやや小さ
い．65 歳以上人口の比率は富山県が最も高く，就業者数は石川県が最も多い． 
                                                  
23 モデルにおいて，総需要と総供給はそれぞれ，ܣܦ = ܍ො஺்ൣ(ۯ + ઢ)ܠ +	܎ሚ஻ + ܎ሚே஻ + ܍௑൧，ܣܵ = ܍ො஺்(ۯ + ઢ)ܠ +
ܞ෤୅ܠ + ܍ො஺்ܕ，となる．均衡ではܣܦ = ܣܵであることに注意すれば(21)式は，ܤூை = ܍ො஺்(ܕ − ܍௑) − ܊ − ܍ො஺்܎ሚே஻，





















富山県 1,066,328  30.5  4,247.6 538,839 4,646,513 3,373  10 市 4 町 1 村
石川県 1,154,008  27.9  4,186.1 572,661 4,573,682 2,949  11 市 8 町 
福井県 786,740  28.6  4,190.5 399,169 3,233,321 3,196  9 市 8 町 
資料：a 平成 27 年国勢調査．b 平成 27 年県民経済計算 
 
分析は，各県の地域産業連関表に基づく24．利用できる直近の推計である平成 23 年表を
















中間投入 4,333 4,409 8,742 3,568  12,310  
粗付加価値 4,792   
県内生産 9,126   
移輸入 3,185   




  需要 





中間投入 3,665 4,335 8,000 3,160  11,160  
粗付加価値 4,365   
県内生産 8,029   
移輸入 3,131   
総供給 11,160   
 














  需要 






中間投入 2,832 3,261 6,093 2,216  8,309  
粗付加価値 3,273   
県内生産 6,105   
移輸入 2,204   
総供給 8,309   
 
 分析の基本となる人口は，平成 22 年と 27 年の国勢調査人口によるとともに，将来人口
推計は国立社会保障人口問題研究所「地域別将来推計人口 平成 30 年推計」に依拠する．
同推計では全国の市町村別に 2015 年国勢調査人口をもとに 2045 年までの年齢階級（5 歳区
分）別の推計人口が示されているので，年齢階級別人口についてはこの値を用いる． 






図 3 人口と就業者数の変化 
富山県 石川県 福井県 
資料：人口は国勢調査と社人研推計による．就業者は筆者による試算






















































































































































山県は 3 県の中で最も従業者が多いが，2030 年以降は順位が逆転し，石川県が 3 県の中で









各県におけるこれらの最終需要の変化を示したものが図 4 である．図 4 の縦軸は各最終




介護需要は 3 県とも 2030 年にピークを迎え，基準時点の 1.35 倍（富山県），1.43 倍（石
川県），1.30 倍（福井県）の需要が生ずると試算される．これは，いわゆる団塊の世代が後
期高齢者となる時期に対応している．3 県とも 2030 年をピークとして介護需要は減少する
と予想されるが，2045 年においても富山県と福井県では基準年の 1.24～1.25 倍，石川県で
は 1.38 倍の需要が予想される．このような都道府県間の相違は，各県の年齢階級別人口構
成の相違の他，各県における要介護認定率や 1 人あたり介護費用の違いが関係している． 
医療需要は，富山県では 2025 年，石川県と福井県では 2030 年をピークとなり，介護需




い．また，3 県とも，人口の減少ほど医療需要は減少しない．石川県の医療需要が他の 2 県
よりも高い水準で推移すると試算された理由は，年齢階級別にみた 1 人あたりの医療費が
高いことや，高齢者人口が他県よりも高い水準にとどまることが考えられる． 
                                                  




図 4 非市場需要の変化 
 
富山県 石川県 福井県 
筆者による試算（詳細は付録を参照） 
  















                                                  
29 たとえば，富山県において，生産額 100 万円あたりの総従業者数（雇用係数）は，医療で 0.086，教育で
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95.2 91.9 88.4 84.6 









130.5 129.7 127.9 124.9 























D-output の供給量は異なり得る．  
  
図 5 総額でみた非市場需要の変化 
  














                                                  
30 C-output とは消費者の関心となるサービスの産出結果（consequence output）を指し，直接産出物（D-output）
と対比される概念である．たとえば能勢(1982）を参照． 
31 詳細は付録 4.3 を参照． 



























































































                                                  
32 付表 11 を参照． 
図 6 一般行政サービス需要の変化 
 









100.0 99.3 98.2 97.0 95.6 94.1 92.5 90.9 
89.3 




















99.6 99.0 98.0 97.0 95.7 94.4 93.0 



























100.0 99.4 98.6 97.7 96.7 95.6 94.4 93.1 

















図 7 道府県と市町村の歳出関数 
道府県 市町村








図 8 一般政府消費支出（教育，介護，医療を除く）の構成 
（単位：100 万円）
 






















































図 9 一般政府消費支出（教育，介護，医療を除く）の変化 
 












人から推計期間の最終年度においては 43.9 万人へと約 31％減少するが，非市場サービス以



























































































本節では，第 3 節で述べた分析の枠組みに基づき，第 4 節で構築したデータを用いて，
所得・支出ギャップや県内純生産等に関する試算結果を述べる．なお，分析シナリオのう
ち成長ケースで労働調整費用最小化に与えるウェイト（α）は 0.42 としている33．  
 
5.1 所得・支出ギャップの変化 
 図 11 は所得支出ギャップの試算値を基準年との差額（߂ܤூை）で表している．3 県とも定
性的な傾向は類似している．基本ケースでは ߂ܤூை は 3 県に共通して年々増加する．した
                                                  










249,929 247,529 244,141 240,074 232,763 223,366 213,164 203,881 
388,689 384,044 





















617,444 609,129 585,326 562,105 537,497 510,130 
481,552 
452,596 
259,993 259,777 258,875 257,554 252,770 245,786 237,539 229,883 























431,738 429,090 408,639 388,287 367,796 346,157 324,463 303,099 
208,019 205,213 201,601 197,766 192,537 186,148 178,861 171,264 































富山県では，試算期間の最終年次である 2045 年では，基準年と比較して約 7,731 億円の
所得が補われなければ，県内の厚生水準を基準年の水準に維持できない．言い換えれば，
人口減少と人口構成の高齢化に起因する厚生コストが 7,731 億円に相当する．この厚生コス
トは硬直的ケースにおいてさらに大きく 1 兆 1,888 億円に達する．一方，経済成長を促すよ
うな産業構造の変化が生ずる成長ケースでは，2020 年まで所得支出ギャップは減少し，そ





県では 3 つのケースにおける違いが相対的に小さい．  
 
図 11 基準年と比較した所得・支出ギャップの変化額（߂ܤூை） 
 

























































硬直的ケースでは 6,330 億円である．硬直的ケースにおけるギャップは基本ケースの 1.2 倍
に留まり，石川県と類似した傾向を示す．一方，成長ケースの経年的変化をみると 2025 年
まではギャップが 2011 年度比でマイナスとなっており，富山県と類似した傾向を示す． 


















図 12 基準年と比較した当該期人口あたりの所得・支出ギャップの変化額（߂ܤூை） 
 






























































図 13 県内純生産に関する試算 
 
富山県 石川県 福井県 
筆者による試算． 
 




































































図 14 当該期人口あたり県内純生産に関する試算 
 
富山県 石川県 福井県 
筆者による試算． 
3.32 3.42 3.42 3.45 
3.48 3.51 3.54 3.58 
3.32 3.33 






















2.81 2.85 2.84 2.85 2.87 2.89 2.90 2.92 























3.06 3.08 3.12 3.15 
3.21 3.26 























1 人あたり NRP に大きな差異が生ずる．最終年次の硬直的ケースにおける 1 人あたり NRP






をみておく．図 15-17 は県ごとに 3 つのケースにおける産業別生産額の推移を示したもので










図 15 県内生産額の推移（富山県）  


























































































































図 16 県内生産額の推移（石川県）  






































































































図 17 県内生産額の推移（福井県）  



































































































































































ܧ(ܘ, ݑ, ܢ) = minܡ ቄܘܡ: ݑ ≥ ݑ଴, ݖ௝ = ߶௝൫݃௝,ܕ൯, ݆ ∈ ሼ1, … , ܵሽቅ. (A1)
 
支出関数は通常の性質を満たすことを仮定する．ここで，ܘ = (݌ଵ, … , ݌ே)，は市場財の価格
ベクトルであり，ݑは効用水準を表す．私的財の消費量は，ܡ = (ݕଵ, … , ݕே)்，によって表さ
れ，ܢ = (ݖଵ, … , ݖௌ)は非市場財によってもたらされる C-output である．以下では価格ベクト
ルは原則として行ベクトルで，数量変数は列ベクトルでそれぞれ定義する．また，上付き
添え字 T でベクトル，行列の転置を表す．非市場財は，その直接産出物（D-output）である，
܏ = (݃ଵ, … , ݃ௌ)と，ܳ 種類の人口・社会要因からなるベクトル，ܕ = (݉ଵ,… ,݉ொ)，によって，




財源を調達して供給する．第 j 非市場財の単位費用関数を， ௝ܿ = ௝ܿ(ܟ)，と表す．ここで，





ܴ(ܘ, ܞ(ܕ) − ۱௪܏) = maxܠ ሼܘܠ: ܠ ∈ ܨ(ܞ
௉),ܕ = ܕ଴ሽ. (A2)
 




入係数行列であり，その第 i 行 j 列は，߲ ௝ܿ(ܟ) ߲ݓ௜⁄ ，である．したがって，ܞ௉ = ܞ(ܕ) − ۱௪܏，は
市場財の生産に投入できる生産要素を表す．また，ܨ(∙)は市場財の生産可能集合である． 




ܩܴܲ = ܴ(ܘ, ܞ(ܕ) − ۱௪܏) + ܋܏. (A3)
 
非市場サービスを非貿易財と考えていることを考慮し，域外からの所得移転の受取をܤとす
れば，地域の所得支出制約は，݊ܧ(ܘ, ݑ, ܢ) = ܴ(ܘ, ܞ(ܕ) − ۱௪܏) + ܤ，となる．ここで，左辺
は市場財への支出額を表し，右辺は域外からの所得移転を含めた民間部門の可処分所得で
ある． 




ܤ = ݊ܧ(ܘ, ݑ, ܢ) − ܴ൫ܘ, ܞ(ܕ) − ۱௪૎(ܢ,ܕ)൯, (A4)
 
となる．ただし，૎(ܢ,ܕ) = ൫߮ଵ(ݖଵ,ܕ), … , ߮ௌ(ݖௌ,ܕ)൯்，である．上式より，ܤの値は域際移
輸出入収支の赤字額に等しい．  
 社会経済要因の変化が所得・支出ギャップに与える影響を整理する．人口・社会要因の




݀ܤ = [ܧ(ܘ, ݑ, ܢ)ܖ௠ −ܟ܄௠ + ܋઴௠]݀݉. (A5)
 
ここで，ܖ௠ = (߲݊ ߲݉ଵ⁄ ,… , ߲݊ ߲݉ொ⁄ )，は，人口・社会要因の変化による総人口の変化を表
し，܄௠は，߲ݒ௜ ߲ ௝݉⁄ ，を第 i 行第 j 列要素とする行列であり，第 j 人口・社会要因の変化に
伴う第 i 要素賦存量の変化を表す．また，઴௠も同様に，߲߮௜ ߲ ௝݉⁄ ，を第 i 行第 j 列要素とす
る行列であり，第 j 人口・社会要因が変化したときに C-output で評価した非市場財を一定に
保つために必要とされる i 番目の D-output の変化を表す． 

















府が供給している非市場財は純粋公共財だとする．この場合，ܖ௠݀݉ = ݀݊ < 0，であり，
かつ，܄௠݀݉ = (1/݊)ܞ݀݊，઴௠݀݉ = ૙，であるから，ܟܞ = ܴ(ܘ, ܞ − ۱௪g) + ܋܏，であること考
慮すれば，(A5)式は以下のように表される． 
 
݀ܤ = ൤ܧ(ܘ, ݑ, ܢ) − 1݊ܟܞ൨ ݀݊ =
1










非市場財生産量の変化を，઴௠݀݉ = ૎௡݀݊，ただし，૎௡ = (߲߮ଵ ߲݊⁄ , . . . , ߲߮ௌ ߲݊⁄ )்，のよう
に表すことができて，所得・支出ギャップの変化は以下のようになる． 
 
݀ܤ = ൤ܧ(ܘ, ݑ, ܢ) − 1݊ܟܞ + ܋૎௡൨ ݀݊ =
1





ここで，ߪ௜ = (݊ ݃௜⁄ )(߲߮௜ ߲݊)⁄ ，は，非市場財供給の人口に対する弾力性を表す．(6a)式はߪ௜ = 0
であるようなケースであり，ߪ௜ ∈ (0,1)ならば準公共財，ߪ௜ = 1，ならば公的に供給される私
的財である．(A6b)式から明らかなように，݀݊ < 0，のもとで以下が成り立つ． 
 
ܤ ⋛෍(1 − ߪ௜)ܿ௜݃௜
ௌ
௜ୀଵ
⇔ ݀ܤ ⋚ 0,  
 
 総人口は変化しない（݀݊ = 0）が，高齢化などの要因で労働投入量が減少するとともに，
35 
医療や介護等の非市場財への需要が増加する場合を考える．	ܳ = 1として，非市場サービス
の利用者数が ݀݉(> 0) だけ増加すると同時に，労働の賦存量が −݀݉(< 0) だけ減少する
としよう．ただし，総人口は変化しないので，ܖ௠݀݉ = 0，である．また，賃金率を ݓ௅ と
すれば，ܟ܄௠݀݉ = −ݓ௅݀݉，であり，܋઴௠݀݉ ≥ 0，である．したがって，  
 




付録 2 家計外消費支出と社会資本減耗分の内生化 
各産業の家計外消費支出（行）の付加価値係数から構成されるベクトルを，ܞைு =




られたときの家計外消費支出（列）は，܎ைு = ઢைுܠ，となる． 
また，各産業の資本減耗引当（社会資本等減耗分）の付加価値係数から構成されるベク
トルを，ܞௌ஽ = (ݒௌ஽భ, … , ݒௌ஽ಿ)，最終需要部門の一般政府消費支出（社会資本等減耗分）の支
出構成比からなるベクトルを，઼ௌ஽ = ൫ߜௌ஽భ, … , ߜௌ஽ಿ൯
்
，ઢௌ஽ = ઼ௌ஽ܞௌ஽，とすれば，各産業の
生産量が与えられたときの一般政府消費支出（社会資本等減耗分）は，܎ௌ஽ = ઢௌ஽ܠ，となる． 
これらふたつの最終需要項目を控除した域内最終需要ベクトルを ܎ሚ஽ とする．すなわち， 
 
܎ሚ஽ = ܎஽ − ܎ைு − ܎ௌ஽, (A7)
 
である．また，家計外消費支出と資本減耗引当（社会資本等減耗分）に関する係数行列を
合計した行列を ઢ として，以下のように定義する． 
 



















1 − ∑ ߠ෠௜௝ே௝ୀଵ
. 
 








需要（܎௧）が，܎௧ = દ܎መ௧，のような形で求められる．  
 
付録 4 ２次計画問題 
(16)式の労働調整費用を行列形式で書くと以下のようになる． 
  
ܥܮ(௧) = ൫ܔ(௧) − ܔ(௧ିଵ)൯்۶൫ܔ(௧) − ܔ(௧ିଵ)൯, (A10)
 
ただし，۶ = diag(઻)，઻ = (ߛଵ, … , ߛே)，である．(A10)式を展開すれば調整費用は以下の様
に表される． 
 
ܥܮ(௧) = ܔ(௧)் ۶ܔ(௧) − 2ܔ(௧ିଵ)் ۶ܔ(௧) + ܔ(௧ିଵ)் ۶ܔ(௧ିଵ). (A10)’
 
ここで，ݐ − 1期の労働投入量を所与として，t 期の最終需要が与えられるとレオンチェフ
乗数過程を通じて部門別の産出量が定まり，労働投入量が，ܔ(௧) = diag(܉௅)۰܎(௧)，となる．
これを(A10)’式に代入するとともに，ܔ(௧ିଵ) は t 期において既知の値であることを考慮すれ
ば，労働の調整費用は，当期の最終需要の 2 次関数として以下のように表される． 
 





۶෡ = (diag(܉௅)۰દ)்۶(diag(܉௅)۰દ), 
 
ܙ(௧)் = 2൫diag(܉௅)۰દ܎መ௧ିଵ൯்۶(diag(܉௅)۰દ), 
 





αܥܮ(௧) − (1 − α)ܴܰ ௧ܲ = α൫܎መ௧் ۶෡܎መ௧ − ܙ(௧)܎መ௧ + ߩ௧൯ − (1 − ߙ)ܞ௃۰દ܎መ௧ 





ܙெ(௧)் = 2 ቈ൫diag(܉௅)۰દ܎መ௧ିଵ൯்۶diag(܉௅) +
(1 − ߙ)




付録 4 データについて 
付録 4.1 人口，就業者数の推計 
 将来人口推計は，付表 1 に示されるような国立社会保障人口問題研究所の「地域別将来
推計人口 平成 30 年推計」に依拠する．また，同推計は全国の市町村別に 2015 年国勢調





  2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
富山県 人口 1,088 1,066 1,035 996 955 910 863 817 
変化率  -0.020 -0.030 -0.037 -0.042 -0.047 -0.051 -0.053 
石川県 人口 1,166 1,154 1,133 1,104 1,071 1,033 990 948 
変化率  -0.011 -0.018 -0.025 -0.030 -0.036 -0.041 -0.043 
福井県 人口 803 787 764 738 710 680 647 614 






計する．平成 27 年の産業連関表ベースの従業者総数（݈ଶ଴ଵହ）は，平成 22 年国勢調査と平
成 27 年国勢調査の間での就業者数の変化を年率換算して，平成 23 年から平成 27 にかけて
の変化率を求め，これを平成 23 年の産業連関表の従業者総数（݈଴）に乗じて求めた． 














  2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
富山県 従業者総数 639 632 599 570 539 506 472 438
変化率  -0.011 -0.051 -0.049 -0.053 -0.062 -0.067 -0.071
石川県 従業者総数 617 609 585 562 537 510 482 453
変化率  -0.013 -0.039 -0.040 -0.044 -0.051 -0.056 -0.060
福井県 従業者総数 432 429 409 388 368 346 324 303




付表 2 は推計結果である．基準年から 2015 年にかけてと 2015 年以降では減少率が異な
っている．これは前述の要因により就業者数の減少を過大に見積もっている可能性がある．  
 
付録 4.2 基礎的財・サービス需要の推計 
 教育，介護，医療の各産業における民間消費支出と一般政府消費支出の合計が基盤的な
非市場財需要を構成すると考える．各県の産業連関表に掲載されている教育，介護，医療
















教育 25,448 152,258 64,208 151,410 23,559  130,246 
介護 8,380 84,879 6,248 80,359 8,799  54,951 




付録 4.2.1 教育 
 教育に対する最終需要は 19 歳以下人口に比例すると考える．このため，基準年における
産業連関表の行部門「教育」の民間消費支出と一般政府消費支出の最終需要額の合計値（݂ୣ ଴）
を同年における 19 歳以下人口で除して，基準年における 19 歳以下人口 1 人あたり教育支
出額(݌௘ )を求めた．これをもとに，年齢階級別の 1 人あたり教育支出ベクトルを，
ܘ௘ = (݌௘,… , ݌௘, 0, … ,0)，として，t 期の年齢階級別の人口ベクトル（ܖ௧）を乗ずることによ
って， t 期における教育需要を以下のように与える． 
 
௘݂(௧) = ܘ௘ܖ௧. 
 
 付表 3 で示されている各県の教育に関する消費支出額を平成 23 年における各県の 19 歳









付録 4.2.2 介護 
 介護の最終需要は，要介護者あたり費用×介護認定率×人口，によって求める．各県の基
準時点における要介護認定者数と認定率は，厚生労働省『平成 23 年度介護保険事業状況報





富山県 認定者数 5,112 46,159 
認定率 0.038 0.304  
石川県 認定者数 5,125 45,561 
認定率 0.038 0.314  
福井県 認定者数 3,042 31,533 


















 富山県 石川県 福井県 
65-74歳 1,751 1,567 1,759 
75歳以上 1,826 1,725 1,852 
資料：『平成23年度介護保険事業状況報告』，各県産業連関表に基づき推計 
 
付録 4.2.3 医療 
 医療についても介護と同様に，各地域における基準年の年齢階級別 1 人あたり医療費ベ
クトル(ܘ௠)に，t 期の年齢階級別人口を乗ずることで以下のように求められる．  
 
௠݂(௧) = ܘ௠ܖ௧. 
 
 年齢階級別医療費は，国民医療費の年齢階級別 1 人あたり国民医療費に各県の年来階級
別人口を乗じた値を，産業連関表で推計されている医療の消費支出でスケール調整して付





 0-4 5-9 10-14 15-19 20 -24 25 -29 30 -3 4 35 -39 40 -44 45 - 49 50 -54 55 -59 60 - 64 65 - 69 70 - 74 75 - 79 80 - 84 85-
富山県 226 124 87 68 75 95 111 121 138 172 216 278 361 464 608 751 876 1,004 
石川県 253 139 97 76 84 106 124 136 155 193 242 311 404 520 681 841 981 1,125 
福井県 231 127 89 70 77 97 113 124 142 177 222 285 370 476 624 769 898 1,029 
資料：平成23年度国民医療費，各県平成23年産業連関表に基づき作成
  




܎ேெ(௧) = (܍ො௘ܘ௘ + ܍ො௖ܘ௖diag(ܙ௖) + ܍ො௠ܘ௠)ܖ(௧), 
 




















合計   都道府県機関
市町村
機関
富山県 従業者数 2,176 4,626 6,928 13,730 
構成比 0.158 0.337 0.505 1.000  
石川県 従業者数 6,475 4,909 7,449 18,833 
構成比 0.344 0.261 0.396 1.000  
福井県 従業者数 1,867 3,998 6,028 11,893 
構成比 0.157 0.336 0.507 1.000  
 
 上表の構成比にしたがって，産業連関表の一般政府消費支出（但し，教育，介護，医療







合計  県 市町村
富山県 32,554 69,206 103,645 205,405  
石川県 103,449 78,430 119,010 300,889  














܎ீே(௧) = ܎ீே(଴). 
 




これらの基準年の人口あたり歳出額（݃௉೔）をもとに，	ݎ௜を道府県 i の可住地面積として， 
 
ln ݃௉೔ = ߙ଴ + ߙଵ ln ݊௜ + ߙଶ(ln ݊௜)ଶ + ߙଷ ln ݎ௜, 
 
のような歳出関数を最小二乗法により推計した．推計は 2015 年度とし，福島県と東京都を
除く 45 道府県が対象である．推計の結果は付表 10 にまとめられている． 
 
付表10 道府県歳出関数の推計結果 
 const. lnn (lnn)2 lnr
coefficients 34.453 -3.998 0.120 0.252  








߲ ln ݊௜ = ߙଵ + 2ߙଶ ln ݊௜, 
 
で求めた．その上で，t 期の県レベルの一般政府消費支出（݂ீ ௉(௧) = ݊௧݃௉೔(௧)）を， 
 
݂ீ ௉(௧) = ൫1 + ߟ௉೔ ො݊௧൯(1 + ො݊௧)݂ீ ௉(௧ିଵ), 
 
として試算した．ここで，݊ො௧ = ( ො݊௧ − ො݊௧ିଵ) ො݊௧ିଵ⁄ は人口変化率を表す．ここで，もしも，ߟ௉೔ = 0，
ならば，消費支出は都道府県人口に比例して変化する．一方，ߟ௉೔ = −1 (1 + ݊௧)⁄ ，ならば，
消費支出は人口規模に関して不変にとどまる． 
 このようにして求めた消費支出総額に，基準時点における（教育，介護，医療を除く）
一般政府消費支出構成比ベクトル（઼ீ）を乗じて，t 期の一般政府消費支出ベクトルとした．  
 
43 
܎ீ௉(௧) = ݂ீ ௉(௧)઼ீ. 
 
付録 4.3.3 市町村の消費支出 
 市町村の消費需要も都道府県と同じ費目を対象としている．まず，従業員比率により按




富山県  石川県 福井県
 構成比  構成比 構成比 
富山市 0.317   金沢市 0.322 福井市 0.239  
高岡市 0.141   七尾市 0.066 敦賀市 0.093  
魚津市 0.036   小松市 0.066 小浜市 0.046  
氷見市 0.055   輪島市 0.046 大野市 0.063  
滑川市 0.031   珠洲市 0.027 勝山市 0.036  
黒部市 0.054   加賀市 0.070 鯖江市 0.069  
砺波市 0.054   羽咋市 0.025 あわら市 0.040  
小矢部市 0.031   かほく市 0.037 越前市 0.091  
南砺市 0.086   白山市 0.090 坂井市 0.083  
射水市 0.094   能美市 0.045 永平寺町 0.026  
舟橋村 0.004   野々市市 0.027 池田町 0.010  
上市町 0.022   川北町 0.008 南越前町 0.029  
立山町 0.029   津幡町 0.025 越前町 0.040  
入善町 0.024   内灘町 0.016 美浜町 0.026  
朝日町 0.022   志賀町 0.035 高浜町 0.030  
   宝達志水町 0.019 おおい町 0.044  
   中能登町 0.019 若狭町 0.039  
   穴水町 0.016 








 推計の結果は付表 12 の通りである． 
 
付表12 市町村歳出関数の推計値 
 constant lnn (lnn)2 lnr
Coefficients 14.490 -1.577 0.061 0.165  







は，(ݐ − 1)期の消費支出額をもとに，以下のような形で求められる． 
 









付録 4.3.4 民間消費支出 
 教育，医療，介護を除いた民間消費支出は人口規模に比例するものと考え，基準時点で
の各財の人口あたり民間消費支出額，(1 ݊଴)⁄ ܎ሚ௉஼(଴)，に各期の人口を乗じて推計する．すな
わち，܎ሚ௉஼(௧) = (݊௧ ݊଴)⁄ ܎ሚ௉஼(଴)，である． 
 
付録 5 所得・支出ギャップの変化 
 図 11 で示されている所得・支出ギャップの変化に関する値は以下の通りである．なお，




 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 12,326 170,416 302,928 418,622 537,516 654,806 775,837 
成長ケース -91,105 -29,431 24,985 67,880 112,882 155,437 202,405 





 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 40,140 165,662 277,470 373,292 470,482 564,328 664,512 
成長ケース -33,168 23,931 70,888 105,357 146,849 186,585 242,194 





 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース -12,007 90,349 191,555 282,211 372,347 454,534 531,468 
成長ケース -90,890 -56,209 -9,554 28,965 65,796 95,037 128,441 








 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース -20 85 163 224 291 359 441 
成長ケース -117 -108 -116 -143 -176 -219 -260 





 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 23 114 190 251 314 376 449 
成長ケース -40 -11 3 1 1 -6 4 





 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース -42 53 146 229 315 393 470 
成長ケース -142 -139 -126 -128 -136 -162 -186 
硬直的ケース -31 113 252 377 476 562 639 
筆者試算． 
 







 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 3,618,923 3,573,100 3,397,607 3,230,640 3,061,198 2,878,128 2,689,917 2,503,594 
成長ケース 3,618,923 3,648,466 3,543,255 3,434,326 3,318,770 3,190,146 3,056,896 2,925,034 





 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 3,277,083 3,232,423 3,110,737 2,989,632 2,862,455 2,721,279 2,573,144 2,422,532 
成長ケース 3,277,083 3,289,490 3,221,563 3,151,606 3,073,908 2,979,399 2,876,713 2,764,836 






 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 2,351,695 2,333,744 2,226,687 2,117,591 2,008,752 1,894,387 1,779,166 1,665,440 
成長ケース 2,351,695 2,390,970 2,335,649 2,274,559 2,212,000 2,143,812 2,074,725 2,002,574 
硬直的ケース 2,351,695 2,326,106 2,181,432 2,038,768 1,900,771 1,773,949 1,651,945 1,536,665 
注：基準年（2011年）は平成23年産業連関表に基づく．  
 




 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 3,325 3,351 3,284 3,242 3,206 3,162 3,116 3,063 
成長ケース 3,325 3,422 3,424 3,447 3,476 3,505 3,541 3,578 





 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 2,810 2,801 2,746 2,707 2,673 2,636 2,598 2,556 
成長ケース 2,810 2,850 2,843 2,854 2,871 2,886 2,904 2,917 





 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 
基本ケース 2,929 2,966 2,914 2,870 2,830 2,788 2,749 2,712 
成長ケース 2,929 3,039 3,057 3,082 3,117 3,155 3,205 3,261 
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